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第１章 はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

この熊本市上下水道事業震災復旧復興計画（以下「本計画」という。）は、平成 28年 4

月 14日（前震）及び16日（本震）に発生した熊本地震（以下「熊本地震」という。）にお

いて被害があった上下水道施設の早期の復旧、そして復興の実現に向けて取り組んでいくた

め、上下水道事業の復旧・復興への基本的な考え方を示すとともに、取り組むべき主要施策

や具体的な取組を体系的にまとめ、事業を着実に推進していくことを目的として策定するも

のです。 

 

２ 計画の位置付け 

  本計画は、本市の上位計画である「熊本市第７次総合計画」、「熊本市震災復興計画」（以下

「市復興計画」という。）及び「熊本市地域防災計画」と整合を図り、本計画の取り組むべき

主要施策や取組について、市復興計画を具体化させるものとします。 

 

＜イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

  本計画の期間は、市復興計画に併せ、平成 28年度から平成 31年度までの 4年間としま

す。ただし、４年以上の中長期的な視点で取り組むべき課題も多く、復興には平成 32年度

以降も継続して取り組んでいきます。 

 

４ 計画の構成  

本計画は、「基本方針」と５つの「復旧復興に向けた主要施策」で構成し、上下水道事業の 

復旧・復興に向けた考え方や主要施策ごとの取り組みを示しています。 

熊本市第７次総合計画 熊本市震災復興計画 

熊本市上下水道事業経営基本計画 

熊本市上下水道事業震災復旧復興計画 

熊本市地域防災計画 

熊本市の計画 

上下水道局の計画 

  

  整
合 

具
体
化 

反
映 



2 
 

■市復興計画の構成図（参考） 

 
   
 
 
 

第２章 基 本 方 針

1 避難から復旧、そして、７４万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ

2 「安全・安心」と「元気・活力」、そして「地域経済」の回復に向けた効果的

かつ迅速な市政展開

3 市民・地域と行政が協働で支える安全・安心で「上質な生活都市」の創造

１ 被災者の生活再建に向けたトータル

ケアの推進

４ 「くまもとの元気・活力」を

創り出す

２ 「おたがいさま」で支え合う

協働によるまちづくり

３ 防災・減災のまちづくり

第５章 復興計画の推進に向けて

第４章 目 標 別 施 策

第３章 復 興 重 点 プ ロ ジ ェ ク ト

５ 都市圏全体の復興をけん引する

取組の推進

～市民力・地域力・行政力を結集し、安全・安心な熊本の再生と創造～

～政令指定都市にふさわしい明日へのまちづくり～

プロジェクト① 一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト

プロジェクト② 市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト

プロジェクト③ くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト

プロジェクト④ 新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト

プロジェクト⑤ 震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト

３ 防災・減災のまちづくり 
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第２章 熊本地震における課題の検証 

１ 熊本地震で明らかになった課題や教訓について 

熊本地震後、市内約 32万 6千世帯全てが断水しましたが、他の自治体や関係団体等の協

力を受けて、4月３０日に水道の大口径管の復旧工事が完了し、全市域に水道水の供給が可

能となりました。ただし、これからは本格的復旧・復興に向け、上下水道事業とも取り組ま

なければなりません。そこで、今後の災害対応に活かしていくために、上下水道局職員にア

ンケート調査を実施し、反省点など意見の集約を行いました。 

その結果、明らかになった課題や教訓として、主に以下の４つが考えられます。 

 

（１）東部の配水区に依存した水運用 

  市内の全取水量の約 2/3を占める東部地区の４つの水源地が、震源地の近くであったため

一時取水停止となりました。さらに基幹管路の損傷により、東部地区から他の配水区への水

運用を行うことができませんでした。 

そのため、東部地区と他の配水区との水融通管や補給水管を強化し、リスク分散を行って

いく必要があります。 

（２）２度の地震による初動態勢の混乱 

  地震発生直後から最大で 1日３万件を超える問い合わせや漏水情報の電話をいただき、相

当数の職員が電話対応にあたるなど、初動において混乱が見られました。 

一方で、「水が出ない方専用コールセンター」運用などの民間委託や、SNSによる漏水情

報の収集など効果を上げたものもありました。 

そこで今後は、民間企業へのアウトソーシングや関係団体などとの連携強化を図り、役割

分担を明確にし、職員は情報を一元管理した上で、分析結果を適切な対策に生かすなどでき

る限りマネジメント役に徹し、市民に対して分かりやすい情報発信に努めることが必要です。 

（３）広域断水下における応急給水活動の混乱 

  ２度の大地震で市内全域 32万 6千世帯全てが断水する中、応急給水所については、他の

自治体からの支援を受け最大 33ヶ所設置しましたが、給水ポイントの絶対数が不足し、給

水所には多くの市民が集中することとなりました。 

そこで今後は、小・中学校など公共施設にある貯水機能付給水管を有効活用するとともに、

給水車は給水施設への補給を行い、給水活動は地域で担うなど協働の体制を構築することが

効果的です。また、市内全域を視野に給水車の給水拠点を整備していく必要があります。 

（４）他の自治体等からの人的支援に係る受け入れ調整の難航 

  他の自治体からの受け入れを、応急給水、応急復旧（漏水調査・修理）、下水道管路調査の

それぞれの担当部署で実施したことから、宿泊先や滞在拠点等の調整が難航しました。 

そこで今後は、一元的に調整を担う受援チームを編成するなど体制の整備を含めた受援計

画の策定が必要です。また関係団体と災害協定を締結する等、より強固な連携体制を強化す

る必要があります。 

 

２ 様々な意見・調査結果による考察 

  上下水道局職員へのアンケート調査と合わせて、熊本地震に関する市政アンケート調査結

果に基づく課題分析や上下水道事業の復旧・復興に支援をいただいた関係団体との座談会を
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通じた様々な意見などから、課題や反省点を集約しました。 

その結果、上下水道事業が取り組むべき課題が以下のとおり明らかとなりました。 

 

（1）上水道・工業用水道・下水道施設の早期復旧に関すること 

  熊本地震により避難した理由は、「断水などによる不安」が 35.5％を占め、避難所を出た

理由についても、「断水の復旧」が「余震の減少」に次ぐ、2番目に多い回答（その他を除く）

でした。また、災害時の行政からの支援体制については、「水道・下水道の速やかな復旧活動」

が、「避難所の設置・運営の円滑化」に次ぎ、2番目に多い回答となっていました。 

  このことから、被害を受けた施設の早期復旧に取り組む必要があります。 

 

  

 

 

 

 

（２）上水道・工業用水道・下水道施設の耐震化に関すること 

  熊本地震後、非常に困ったものとして 82.3％の方が「断水の状況」と答えました。これ

は 2番目に回答が多かった「水や食料等の物資不足」の 48.0％を大きく超え、 

施設や基幹管路の機能強化が求められていることが分かります。 

 また、今後の復旧・復興において特に優先すべき事項として、「電気・ガス・水道な 

どのライフラインの耐震性等の強化」が 42.3％の回答を占めました。 

 これらのことから、施設の耐震化を積極的に進めていく必要があります。 

 
 

 

 

 

分類 質問および回答、意見 回答割合 順位

あなたが避難した理由は何ですか

⇒停電や断水など、自宅で生活するのが不安な状態だったから

あなたが避難所を出られた理由を教えてください

⇒断水が復旧したから

災害等が起こった時、行政からの支援体制について必要だと思うもの

⇒水道・下水道の速やかな復旧活動

工業用水道については、日頃から行政とのコミュニケーションを図っていくこと、緊
急時の連絡体制を構築することが必要。

- -

職
員

全取水量の2/3を東部地区の水源地が占めているが、東部の配水区と他の配水
区との水融通を強化し、リスク分散を行う必要がある。

- -

出典

市
民

（市政）問９ 35.5% 3位

（市政）問２８ 12.4% 2位

（地域）問２０ 39.0% 2位

（座談会意見）

（アンケート）

分類 質問および回答、意見 回答割合 順位

地震後、あなたが非常に困ったもの

⇒断水の状況

再度、地震が発生した場合、あなたが心配に思うこと

⇒電気・ガス・水道などのライフラインの途絶

今後の復旧・復興において特に優先すべき事項は何と考えますか

⇒電気・ガス・水道などのライフラインの耐震性等の強化

職
員

本市の基幹管路の耐震化率は74％と全国平均の36％よりかなり高いことが、早期
の復旧につながったため、今後も耐震化を進めていく必要がある。

- -

市
民

（市政）問１２ 82.3% 1位

（市政）問１３ 90.6%

出典

1位

（地域）問２３ 42.3% 4位

（アンケート）

施設の早期復旧 

施設の耐震化 
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（３）災害時の対応に関すること 

  熊本地震の発生後、必要と感じた情報として「電気・ガス・水道の復旧状況」が 75.6％、

災害対策として行政に力を入れて取り組んでもらいたいこととして「災害時の適切な情報提

供の準備」が 54.9％を占めています。また、他の自治体等からの受援体制の構築や迅速な

初動態勢の確立が必要なことが分かりました。さらに、応急給水体制機能の強化が必要とな

ります。 

  これらを踏まえ、災害時対応力の強化を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基本方針・主要施策への反映 

熊本地震で明らかになった課題と教訓や、様々な意見・調査結果による考察を踏まえ、上

下水道事業に求められるものとして、「施設の早期復旧」、「施設の耐震化」、「災害時対応力の

強化」という点に着目し、本計画の基本方針及び主要施策に反映します。 

 

 

 

分類 質問および回答、意見 回答割合 順位

震災後、あなたが特に必要と感じた情報は何ですか

⇒電気・ガス・水道の復旧状況（震災後3日頃まで）

震災対策として行政に力を入れて取り組んでもらいたいことは何ですか - -

⇒災害時の適切な情報提供の準備 54.9% 2位

⇒国や近隣自治体との協力体制整備 10.1% 7位

全国漏水調査協会としては今回の教訓を受けて熊本市と防災協定を結びたいと考
えている。

- -

各地から支援物資や応援の協力をいただいたが、受入れ準備が整わず対応に苦
慮したため、受入れ体制について検討してほしい。

- -

苦情、問い合わせの電話対応に追われ、災害対策マニュアル等にある関係機関へ
の協力要請や受入れに関する業務ができなかった。

- -

充水拠点（健軍水源地）での、給水車への補給に時間がかかった。 - -

障がい者や高齢者も長時間給水所に並び、重い給水袋を持って帰られた。福祉避
難所等との連携が必要である。

- -

出典

市
民

（市政）問１５ 75.6% 1位

（市政）問４４

（座談会意見）

（座談会意見）

（アンケート）

職
員

（アンケート）

（アンケート）

分類： （市民）市民の方からのご意見　（職員）上下水道局職員の意見

出典：

（座談会意見）災害復興座談会　日時：平成28年6月13日　参加者：上下水道事業関係団体24名

（アンケート）平成28年熊本地震　震災後の職員の振り返りについて　意見数１６５

（市政）平成28年度市政アンケート調査結果報告書　期間：平成28年7月　回答数：2,438件

（地域）平成28年熊本地震における地域防災活動状況等アンケート調査　期間：平成28年7月～8月　回答数：615件

災害時対応力の強化 
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第 3章 基本方針 

～「安心」・「強靭」・「持続可能」な上下水道の構築～ 
 

熊本地震における課題の検証を踏まえ、市復興計画の「防災・減災のまちづくり」に上下水

道事業が取り組む４つの施策を位置付けました。これらを具体化し、事業を着実に推進してい

くために、本計画の基本方針を～「安心」・「強靭」・「持続可能」な上下水道の構築～ と定め、

５つの主要施策を掲げて取り組んでいきます。 

 

 

①インフラの復旧・機能強化 

・被害が大きかった東部地区など、上下水道の管路や施設の早期復旧に取り組みます。 

・配水池及び浄化センターと防災拠点（広域避難所・市役所本庁舎・上下水道局庁舎等）を

つなぐ上下水道管路や施設の更新や耐震化を進めます。 

 

②行政の災害対応力の強化 

・民間企業との災害時における協定締結を促進し、市民・地域・行政・企業が一体と 

なった効率的で効果的な災害対応体制を構築していきます。 

 

③避難所の機能強化（備蓄物資確保） 

・避難所においては、災害用マンホールトイレの整備など必要に応じた機能強化を行ってい

きます。 

 

④応急給水体制の強化 

・行政庁舎や公設公民館、小中学校等について、貯水機能付給水管（※）等へ段階的更新を図

ります。 

・応急給水に当たっては、避難所等に設置された給水施設や豊富な地下水の有効活用により、

速やかな飲料水の提供を行うとともに、災害の規模に応じて他の自治体からの給水車支援

を要請し、給水車による補完的な給水拠点を設置するなど、応急給水体制を強化します。 

 

○教育委員会が設置している貯水機能付給水管の例 

  

 

※ 貯水機能付給水管：地震などの災害時に起こる断水に備えて水を貯めることができる給水管のこと。 

市復興計画 ３ 防災・減災のまちづくり（上下水道局関連分抜粋） 
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＜構成図＞ 

 

熊本市上下水道事業震災復旧復興計画 

基 本 方 針 
 

～「安心」・「強靭」・「持続可能」な上下水道の構築～ 
 

 

主 要 施 策 

① 

上
水
道
・
工
業
用
水
道
施
設
の
早
期
復
旧 

② 

下
水
道
施
設
の
早
期
復
旧 

 
 
 
 
 
 
 

③ 
上
水
道
・
工
業
用
水
道
施
設
の
耐
震
化 

 
 
 
 

④ 

下
水
道
施
設
の
耐
震
化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 

災
害
時
対
応
力
の
強
化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定した事業経営の推進 
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第 4章 震災からの復旧復興に向けた主要施策 

 

 

 

 

 

 

 

 ①上水道・工業用水道施設の早期復旧 

熊本地震により甚大な被害を受けた上水道施設（管路、取水、送水、配水施設等）の早期復

旧を実施し、自然災害等による被害を最小限にとどめ、安定した水道の供給体制を確保します。 

また、工業用水道施設（取水、配水施設等）の早期復旧を実施し、安定した工業用水道の供

給体制を確保します。 

 具体的な取り組みは以下のとおりです。 

  ・被災した管路の速やかな原形復旧及び機能回復を行います。 

  ・被災した配水池（場）など施設の速やかな原形復旧及び機能回復を行います。 

    

 ②下水道施設の早期復旧 

熊本地震により甚大な被害を受けた下水道施設（管路、浄化センター、ポンプ場等）の復旧

を実施し、汚水の流下及び処理機能の回復に努めます。 

具体的な取り組みは以下のとおりです。 

 

・被災した管路・マンホール形式ポンプ場の速やかな原形復旧及び機能回復を行います。 

 ・被災した浄化センター・ポンプ場など施設の速やかな原形復旧及び機能回復を行います。 

 

①上水道・工業用水道施設の早期復旧 

②下水道施設の早期復旧 

③上水道・工業用水道施設の耐震化 

④下水道施設の耐震化 

⑤災害時対応力の強化 

検証指標 単位

被災した上水道管路の復旧延長 km

被災した水道施設（※１）の復旧施設数 施設

目標値
（H31）

4.4（100％）

４０（100％）

※１　上水道施設（３８施設）・工業用水道施設（2施設）合計

検証指標 単位

被災した下水道管路の復旧延長 km

被災した下水道施設の復旧施設数 施設 ２３　（100％）

目標値
（H31）

４７.４（100％）
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 ③上水道・工業用水道施設の耐震化 

上水道・工業用水道施設の機能を強化し、地震時における安全度を高めるとともに、平成26

年度に中間見直しを行った「水道施設整備実施計画」の優先順位の見直しを含め、今回の復興

事業を併せて実施することで、非常時においても安定的な市民生活の継続を図るために上水

道・工業用水道施設の耐震化を推進します。 

災害時の備えとして、災害対策用貯水施設給水拠点（給水車への補給）としての整備を進め

ます。 

具体的な取り組みは以下のとおりです。 

 

○防災対策の推進 

  ・震災により被災した取水施設の更新を行います。 

  ・老朽管及び老朽施設の更新を行います。 

・震災により被災した基幹管路の更新を行います。 

・配水池（場）と災害対策本部等施設（市役所・区役所・上下水道局・医療拠点）や広域

避難所等の防災拠点をつなぐ管路の耐震化を行います。 

 

○減災対策の推進 

・74万市民の 1週間分 68,000㎥の水の確保を目標に、災害対策用貯水施設の整備を推

進します。 

・給水拠点の機能強化として、高遊原配水池の整備や天明地域への拠点整備の検討を行い

ます。 

・主要（秋田）配水場への非常用発電設備の設置を行います。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 ④下水道施設の耐震化 

下水道施設の処理機能を確保し地震時に対する安全度を高めるとともに、平成 25年度に策

定した「下水道総合地震対策計画」の見直しを含め、都市活動の継続を図るために耐震化を推

進します。 

 具体的な取り組みは以下のとおりです。 

 

 ○防災対策の推進 

  ・医療拠点から浄化センターまでの耐震化を行います。 

・道路上のマンホール浮上防止を行うこととし、まず、緊急輸送路を優先して行います。 

検証指標 単位
基準値

（H27実績）

目標値
（H31)

耐震適合性を有する基幹管路の割合 ％ 74.3 80
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・河川及び軌道横断の管路の耐震化を行います。 

・浄化センター間のネットワーク化等を行います。 

・浄化センターと災害対策本部等施設（市役所・区役所・上下水道局）や広域避難所等の

防災拠点をつなぐ管路の耐震化を行います。 

・浄化センターの安全衛生機能（管理棟）、揚水機能（ポンプ棟）及び消毒機能（滅菌池）

の早期回復に必要な施設の耐震化を行います。 

・浄化センターの沈殿機能（最初沈殿池等）及び汚泥処理機能（汚泥脱水）等における機

能を確保するため耐震化を行います。 

 

○減災対策の推進 

・中部浄化センター及び東部浄化センターへの非常用発電設備の設置を行います。 

 

 

 

 ⑤災害時対応力の強化 

今回の震災時における状況を踏まえ、広域的な上下水道施設の被災を想定した応急給水や応

急復旧活動など他の自治体や関係団体からの受援体制の構築を行うとともに、職員が初動時に

おける迅速な判断や行動ができるよう民間企業や関係団体などへのアウトソーシングや災害時

における初動態勢関係者などとの協定締結を促進します。 

市地域防災計画を踏まえ、応急給水施設の計画的な整備に向けて関係部局と連携を図るとと

もに、大型給水車（４トン）の配備を行い、市民に対して速やかに飲料水が提供できる体制を

確立します。 

災害時の備えとしてマンホールトイレの整備を進めます。 

また、城南町工業団地においては、誘致企業と連携を図り、災害時の被害状況の把握及び初

期対応等の協力体制を構築します。 

 具体的な取り組みは以下のとおりです。 

  

○受援体制の構築 

・上下水道局災害対策マニュアルや業務継続計画（BCP）の見直しの中で、今回の震災に

おける課題等を踏まえ、広域的な上下水道施設の被災を想定した応急給水や漏水調査・

修繕の応急復旧活動など他の自治体や関係団体からの受援体制を構築していきます。 

  

○迅速な初動態勢の確立 

・職員が初動時に迅速な判断や行動ができるよう民間企業や関係団体などへアウトソーシ

ングを行います。 

・連携強化に向けた災害時協定締結の促進を図ります。 

検証指標 単位
基準値

（H27実績）

目標値
（H31)

耐震化済み下水道管路延長 km 881 983
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○分かりやすい情報受発信の充実 

  ・漏水や不出水情報などの災害情報については、市地域防災計画を踏まえ、関係部局との

連携を図り、ホームページ・テレビ・ラジオ・SNS・広報車などを活用し、また、速や

かにコールセンターを設置するなど、これまで以上に分かりやすい情報の受発信に努め

ます。 

 

○応急給水体制機能の強化 

  ・上下水道局内に貯水機能付給水管（６㎥）を設置します。 

・大型給水車（4トン）の配備を行います。 

・小・中学校に設置または整備予定の貯水機能付給水管について、応急給水施設として活

用できるよう必要な改良を行うとともに、応急給水用給水栓等の装備品を配備します。 

・公設公民館などについて、貯水機能付給水管等の設置促進を図ります。 

・また、応急給水の実施における貯水機能付給水管の活用については、市民との協働の観

点から上下水道局と各自治会等で組織する避難所運営協議会の役割を見直します。 

 

○マンホールトイレの整備 

・避難所として指定されている小学校を中心に整備を進めるとともに、区役所等の公共施

設への設置を検討します。 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

検証指標 単位

既存の貯水機能付給水管給水栓の改良数 箇所

目標値
（H31）

28

検証指標 単位
基準値

（H27実績）

目標値
（H31)

災害用マンホールトイレの設置基数 基 20 140
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第 5章 安定した事業経営の推進 

今回の震災の経験を糧に、安心・強靭・持続可能な上下水道を構築し、第４章に掲げた主要

施策を円滑かつ着実に進めていくためには、これまで以上に行財政改革に努めながら運営基盤

の確保を図り、地方公営企業として安定的な事業運営を推進していきます。 

 

（1）地方公営企業としての財政基盤の確立 

 復旧・復興事業の実施に当たっては、既存事業の再評価や優先順位の見直しに取り組むと

ともに、民間活力の導入を検討していきます。 

 また、国の補助金を最大限活用するために、補助率の嵩上げや補助対象の拡充について、

県や市長事務部局と連携しながら、国への働きかけを継続して行い、財源確保に努めます。 

 

（2）協働による事業推進 

 施策を進めるに当たっては、応急給水活動における地域の役割、行政の役割を明確にし、

災害時に協働して取り組める体制づくりを進めます。また、SNSによる市民参加型の情報収

集に努め、様々なニーズに対応していきます。 

 

（3）財政見通しの見直し 

 本計画の上位計画である熊本市上下水道事業経営基本計画（Ｈ24-33）については、今年

度から中間見直しを行います。 

この見直しの中で、今回の取り組みも含め中長期的な視点で財政見通しの見直しを行いま

す。 

 

（４）復旧・復興事業の着実な推進  

  本計画に掲げる復旧・復興の施策や取組を実現していくため、計画期間中に取り組む主な

取り組みやスケジュール等を明らかにして、総合的かつ計画的に推進します。 

また、主要施策ごとに検証指標を設定し、毎年度の達成状況の把握や「計画（Plan）→実

施（Do）→評価（Check）→改善（Action）」のマネジメントサイクルにより進行管理を行

い、熊本市上下水道事業運営審議会に対して報告するとともに、取り組みの状況については

随時ホームページで公表します。 
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（参考）主な取り組みとスケジュール 

 

※平成 29年度において、水道及び下水道事業の個別計画（第 6次拡張事業計画、下水道総合地震対策計画

など）を見直す中で、さらに、事業内容（事業費・スケジュール）を精査してまいります。 

取組 H28 H29 H30 H31

新規

新規

新規

新規

新規

継続

継続

継続

拡充

継続

継続

継続

継続

拡充

継続

拡充

継続

拡充

拡充

拡充

新規

新規

拡充

新規

拡充

上下水道局内に貯水機能付給水管（６㎥）の設置

大型給水車（4トン）の配備

貯水機能付給水管の改良及び応急給水用給水栓等の装備品の配備

公設公民館等への貯水機能付給水管の設置促進

マンホールトイレの整備

分かりやすい情報受発信の充実

道路上（緊急輸送路）のマンホール浮上防止

河川や軌道を横断する管路の耐震化

浄化センター間のネットワーク化等

浄化センターと災害対策本部等施設（市役所・区役所・上下水道局）や広域避難場所等の防災拠点を

つなぐ管路の耐震化

浄化センターの安全衛生機能（管理棟）、揚水機能（ポンプ棟）及び消毒機能（滅菌池）の早期回復

に必要な施設の耐震化

浄化センターの沈殿機能（最初沈殿池等）及び汚泥処理機能（汚泥脱水）等における機能確保を行う

ための耐震化

減災対策の推進

中部浄化センター及び東部浄化センターへの非常用発電設備の設置

⑤   災害時対応力の強化

受援体制の構築

迅速な初動態勢の確立

防災対策の推進

下水道管路の復旧

下水道施設の復旧

③   上水道・工業用水道施設の耐震化

防災対策の推進

老朽管及び老朽施設の更新

配水場と災害対策本部等施設や広域避難所等の防災拠点をつなぐ管路の耐震化

減災対策の推進

災害対策用貯水施設の整備推進

給水拠点の機能強化（拠点整備の検討）

主要（秋田）配水場への非常用発電設備の設置

④   下水道施設の耐震化

②   下水道施設の早期復旧

区　分

①   上水道・工業用水道施設の早期復旧

上水道管路の復旧

上水道施設の復旧

工業用水道施設の復旧
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１ 地震概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※これまでの地震数 4,298回（H29.4.16現在） 

うち、震度７：２回、震度６強：２回、震度６弱：３回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　熊本県熊本地方

　熊本県熊本地方

項目 内容

前
震

日　時 　平成28年4月14日（木）　午後9時26分

震央地名

震度
　震度7　　（益城町）
　震度6弱　（熊本市東区、熊本市西区、熊本市南区　外）
　震度5強　（熊本市中央区、熊本市北区　外）

規模 　マグニチュード6.5

震源の深さ 　11km

震源の深さ 　12km

本
震

日　時 　平成28年4月16日（土）　午前1時25分

震央地名

震度
　震度7　　（益城町、西原村）
　震度6強　（熊本市中央区、熊本市東区、熊本市西区　外）
　震度6弱　（熊本市南区、熊本市北区　外）

規模 　マグニチュード7.3
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２ 被害状況等 

（１）水道施設（施設・管路）被害状況（H29.3.31現在） 

①施設 

 

 

 ②管路 

 

  

 

 

＜被害額＞ 約 39.8億円 

 

 ［参考］ 

 

 

 

 

■水道施設（施設）被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取水施設 沼山津８号井（建物傾斜等）】    【取水施設 沼山津９号井（取水ケーシング損傷）】 

 

■水道施設（管路）被害状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

【φ800送水管（漏水状況）】           【φ800送水管（応急修理状況）】 

 

 

取水井、同建屋、配水池等 38施設

　 ○本管被害　　　　440箇所
　 ○給水管被害　　2,213箇所
   管路被害合計　　2,653箇所

（箇所数）

公道 １次側 小計 合計

通報・発見件数 1,698 850 2,548

漏水調査 325 724 1,049
3,597
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（２）工業用水道施設（施設・管路）被害状況（H29.3.31現在） 

①施設 

 

 

 ②管路 

  漏水なし 

 

 ＜被害額＞ 約 12,500千円 

 

■被災状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■工業用水道施設の被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ポンプ室送水管破損状況】          【井戸ポンプ破損状況】 

 

 

施　設 取水井　等 ２施設 建屋傾倒、配管破損等
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（３）下水道施設（施設・管路）被害状況（H29.3.31現在） 

①施設 

 

 

②管路 

 

 

 

 

 

 ③管路被害調査詳細 

 

 

 

 

＜被害額＞ 約 89.2億円 

            

■下水道施設（施設）被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東部浄化センター搔き寄せ機破損】     【東部浄化センターＡ系分水槽導水管破損】 

 

■下水道施設（管路）被害状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

【下水道（管路）被災状況】          【下水道（管路）被災状況】 

 

 

 

23施設浄化センター、ポンプ場（雨水含む）、マンホールポンプ等

調査対象 ２次調査対象 被害内容

管路（雨水含） 約2,544km 約113km 約30km

マンホール 86,198個 3,108個 832個

被害箇所数 合計

87

618

マンホールの隆起

道路陥没
705
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（４）上下水道局庁舎内の被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【北側玄関入口横（地盤沈下）】              【エレベータ破損】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【執務室内散乱】                 【執務室内散乱】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【執務室内散乱】                  【書庫内散乱】 
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３ 応急給水活動 

（１）応急給水活動の経緯 

●H28.4.14 前震発生後 

    ⇒約 85,000世帯が断水 

     20箇所の給水所を設置 

   ※給水車への給水拠点     

健軍水源地１ヶ所で実施 

                    

●H28.4.16 本震発生後～H28.5.6 

    ⇒約 326,000世帯が断水 

     最大 33ヶ所の給水所を設置 

                    

【応急給水活動】 

   4月 15日～5月 6日（22日間） 

   97事業体・延べ 4,286人 

   給水車 延べ 1,013台 

 

 

 

 

 

（２）応急給水拠点推移 
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（３）応急給水活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      【上下水道局内での応急給水の様子（待ち時間 2時間以上）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【応急給水活動状況】                【応急給水活動状況】 

 

 

 

 

 

 

【応急給水活動状況】                

              

 

 

【給水拠点の健軍水源地】 
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４ 他自治体等からの人的支援 

（１）水道 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【漏水調査（路面探査）状況】            【漏水修理状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【漏水修理状況】                【漏水修理状況】 

派遣元
（団体）

熊本市管工事協同組合、日本水道協会、全国管工事協同組合連合会、熊本市上下水道サービ
ス公社、熊本都市建設業協会、熊本市社会福祉協議会、日本商工会議所青年部、西日本高速
道路（株）広島高速道路事務所、第一環境（株）

派遣内容 応急給水活動、漏水調査、漏水調査及び修繕業務

延べ人数 応急給水活動（4,286人）、漏水調査（313人）、漏水調査及び修繕業務（5,216人）

期間 4/15～5/17

派遣元
（自治体）

千葉県、東京都、神奈川県、滋賀県、香川県、札幌市、仙台市、さいたま市、横浜市、川崎
市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、広島
市、北九州市、福岡市、（北海道）旭川市、小樽市、（岩手県）盛岡市、（宮城県）石巻地
方広域水道企業団、（山形県）山形市、（福島県）福島市、郡山市、いわき市、（群馬県）
前橋市、（神奈川県）横須賀市、（新潟県）長岡市、（富山県）富山市、（石川県）金沢
市、（福井県）福井市、（長野県）長野市、松本市、佐久水道企業団、浅麓水道企業団、
（岐阜県）岐阜市、（静岡県）富士宮市、（愛知県）豊橋市、（三重県）津市、伊勢市、
（滋賀県）大津市、（京都府）福知山市、綾部市、八幡市、木津川市、（大阪府）豊中市、
吹田市、大阪広域水道企業団、（兵庫県）姫路市、尼崎市、阪神水道企業団、（奈良県）奈
良市、橿原市、生駒市、（和歌山県）和歌山市、（鳥取県）鳥取市、米子市、倉吉市、（岡
山県）倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、高梁市、新見市、美作市、岡山西南水道企業団、
（広島県）呉市、三原市、尾道市、福山市、三次市、東広島市、廿日市市、江田島市、（山
口県）下関市、宇部市、萩市、防府市、岩国市、周南市、山陽小野田市、和木町、（徳島
県）徳島市、（香川県）高松市、丸亀市、（愛媛県）松山市、宇和島市、（高知県）高知
市、四万十市、（福岡県）大牟田市、久留米市、飯塚市、大野城市、太宰府市、糸島市、粕
屋町、春日那珂川水道企業団、（佐賀県）佐賀市、唐津市、鳥栖市、多久市、伊万里市、武
雄市、嬉野市、佐賀東部水道企業団、西佐賀水道企業団、佐賀市西部広域水道企業団、（長
崎県）長崎市、佐世保市、諫早市、大村市、平戸市、松浦市、壱岐市、（熊本県）荒尾市、
玉名市、山鹿市、（大分県）大分市、別府市、竹田市、（宮崎県）宮崎市、都城市、日南
市、日向市、西都市、（鹿児島県）鹿児島市、鹿屋市、枕崎市、阿久根市、指宿市、霧島
市、南さつま市、伊佐市、姶良市、さつま町
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（２）下水道 

21大都市災害時相互応援に関する協定による 

 

 

 

 

 

 

 

○情報連絡総括都市（大阪市）による 1次調査概要説明会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○１次調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被害状況】              【マンホール内部（滞水）】 

 

○２次調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人孔調査】                  【ＴＶカメラ調査】 

 

延べ人数 2,246人

期間 4/15～5/25

派遣元
東京都、札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、静岡
市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡
市

派遣内容 下水管路被害状況調査
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５ 国等への主な要望活動 

■主な要望活動実績（平成 29年 2月 28日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 要望主体 要望先 要望内容

5/10、11
熊本市

熊本市議会
厚生労働省
国土交通省

・上水道、工業用水道、下水道の全面的な早期復旧に
　向け、災害復旧費については、熊本地震の被害の状
　況を鑑みた補助対象の拡充、補助条件の緩和及び補
　助率のかさ上げなど財政的な支援を含め、特段の措
　置を求める。

5/17 自民党熊本市議団
九州厚生局

九州地方整備局

・上水道、工業用水道、下水道の全面的な早期復旧に
　向け、災害復旧費については、熊本地震の被害の状
　況を鑑みた補助対象の拡充、補助条件の緩和及び補
　助率のかさ上げなど財政的な支援を含め、特段の措
　置を求める。

6/2 日本水道協会

自民党本部
厚生労働省
財務省
総務省等

・被災した水道施設の復旧及び再構築に係る国庫補助
　金の補助率の引き上げ及び補助対象の拡大
・被災した水道施設の復旧及び再構築を対象とした地
　方財政措置の拡充

6/23、24

熊本県
熊本県議会
熊本市

熊本市議会

厚生労働省 ・水道施設の災害復旧費等に係る財政措置の拡充

10/7
熊本県

日本水道協会熊本県支部
熊本県簡易水道協会

厚生労働省
県選出国会議員

・各事業体等からの応援費用に対しての補助について
・国庫補助率の嵩上げについて
・民営水道事業への国庫補助について

11/30 熊本市
チーム熊本

（自民党熊本県支
部連合会）

・下水道施設災害復旧費に係る地方財政措置の拡充
・水道施設の災害対策の推進及び健全財政のための財
　政措置の拡充
・下水道事業における市町村合併支援措置の延伸

12/2 熊本市

総務省
厚生労働省
国土交通省

県選出国会議員

・下水道施設災害復旧費に係る地方財政措置の拡充
・水道施設の災害対策の推進及び健全財政のための財
　政措置の拡充
・下水道事業における市町村合併支援措置の延伸
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６ 広報関係 

（１）報道資料 ※上下水道局が市及び局ホームページに公表した報道資料リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 件　　　　名

1 4月15日 0：30 断水について

2 4月15日 2：30 断水について

3 4月15日 4：30 市域の広範囲にわたる断水及び濁水について

4 4月15日 10：00 熊本市における上下水道施設の被災状況について

5 4月15日 11：30 緊急節水警報

6 4月15日 14：30 現在の応急給水地点について

7 4月15日 17：00 熊本市における上下水道施設の被災状況について

8 4月15日 20：50 水道管路復旧工事に伴う計画断水について

9 4月15日 22：40 現在の応急給水地点及び4月16日の応急給水活動について

10 4月15日 23：30 4月16日の応急給水活動予定について（追加）

11 4月16日 5：10 市内全域の断水に伴う4月16日の応急給水活動の見合わせについて

12 4月16日 7：30 4月16日の応急給水活動について

13 4月16日 9：30 4月16日の応急給水活動について

14 4月16日 10：20 4月16日の応急給水活動について

15 4月16日 12：00 4月16日の応急給水活動について

16 4月16日 12：15 4月16日の応急給水活動について

17 4月16日 14：25 4月16日の応急給水活動状況について

18 4月16日 14：40 4月16日の応急給水活動状況について

19 4月16日 17：10 4月16日の応急給水活動状況について

20 4月16日 18：30 舞原配水場配水停止後の復旧に伴う漏水調査のための試運転について

21 4月16日 20：00 熊本市における上下水道施設の被災状況と4月17日の応急給水活動について

22 4月17日 0：10 4月17日の応急給水活動予定について

23 4月17日 10：30 健軍水源地配水停止後の復旧に伴う漏水調査のための試運転について

24 4月17日 12：25 応急給水を受ける際のお願いについて

25 4月18日 1：00 4月18日の応急給水活動予定について

26 4月18日 6：45 緊急通報のお願い

27 4月18日 9：30 断水解消に向けての取り組み状況について

28 4月18日 12：00 断水解消に向けての取り組み状況について

29 4月18日 13：00 断水解消に向けての取り組み状況について

30 4月18日 15：00 断水解消に向けての取り組み状況について

31 4月18日 16：00 断水解消に向けての取り組み状況について

32 4月18日 17：00 断水解消に向けての取り組み状況について

33 4月18日 19：00 断水解消に向けての取り組み状況について

34 4月18日 22：00 断水解消に向けての取り組み状況について

35 4月18日 23：00 断水解消に向けての取り組み状況について

36 4月18日 24：00 断水解消に向けての取り組み状況について

37 4月19日 1：30 4月19日の応急給水活動予定について

38 4月19日 5：00 断水解消に向けての取り組み状況について

39 4月19日 6：00 断水解消に向けての取り組み状況について

40 4月19日 9：00 断水解消に向けての取り組み状況について

41 4月19日 12：00 断水解消に向けての取り組み状況について

42 4月19日 15：30 高遊原小山山配水区の復旧状況について

43 4月19日 18：30 高遊原小山山配水区の時間通水について

44 4月19日 19：00 高遊原小山山配水区の時間通水について（訂正）

45 4月20日 0：00 4月20日の応急給水活動予定について

46 4月20日 6：00 高遊原小山山配水区の皆様へのお願い

47 4月20日 13：00 漏水情報などを提供いただいた皆様へ（お礼）

48 4月20日 21：00 高遊原小山山配水区の試験通水の実施について

49 4月20日 23：30 4月21日の応急給水活動予定について

50 4月21日 7：00 断水解消に向けての取り組み状況について

日　　時
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No. 件　　　　名

51 4月21日 9：00 通水中の一部の地域で水が出ない理由

52 4月21日 15：00 東区役所給水所の閉所（4/22～）について

53 4月21日 15：00 通水中の一部の地域で水が出ない理由（続報）

54 4月21日 16：00 水の使用における協力について

55 4月21日 22：30 4月22日の応急給水活動予定について

56 4月22日 12：00 応急給水所の増設について

57 4月22日 20：00 配水区の計画断水について

58 4月22日 23：00 4月23日の応急給水活動予定について

59 4月23日 15：30 配水区の計画断水について（詳報）

60 4月23日 20：00 4月24日の応急給水所について

61 4月23日 23：00 城山配水区の計画断水中止について

62 4月24日 10：00 「水が出ない方専用コールセンター」の設置について

63 4月24日 14：00 託麻原小学校給水所の閉所について

64 4月24日 19：30 漏水調査へのご協力について

65 4月24日 22：00 4月25日の応急給水所について

66 4月25日 13：00 宅内漏水の応急修理について

67 4月25日 14：30 宅内漏水の応急処置について（修正）

68 4月25日 17：00 宅内漏水の応急処理について

69 4月25日 20：30 宅内漏水の応急処理についての周知依頼

70 4月25日 20：50 4月26日の応急給水活動予定について

71 4月26日 12：00 徳王配水区内の一部断水について

72 4月26日 14：00 徳王配水区内の一部断水解消について

73 4月26日 15：00 徳王配水区内（島崎地区など）の断水継続について

74 4月26日 17：30 漏水調査の支援体制と漏水箇所の発見状況について

75 4月26日 21：00 4月27日の応急給水活動予定について

76 4月27日 10：30 宅内漏水の修理費用負担について

77 4月27日 13：30 徳王配水区内（島崎地区など）の現状報告について

78 4月27日 15：00 万日山・北部（和泉）配水区の計画断水中止について

79 4月27日 21：00 4月28日の応急給水活動予定について

80 4月28日 16：00 高層住宅で水が出ない場合や一戸建て住宅で宅地内漏水がある場合の対応について

81 4月28日 21：00 4月29日の応急給水活動予定について

82 4月29日 15：45 4月30日の応急給水活動予定について

83 4月29日 22：30 4月30日の応急給水活動予定について（熊本新港時間確定）

84 4月30日 12：30 徳王配水区の計画断水中止及び節水のお願いについて

85 4月30日 18：00 試験通水を終え、全市域に水道水が供給できるようになりました　他

86 4月30日 18：00 応急給水所における応急給水の終了について

87 4月30日 18：00 宅地内漏水の応急修理（他都市応援職員）について

88 4月30日 21：00 5月1日の応急給水活動予定について

89 5月1日 17：00 漏水修理状況について

90 5月1日 19：00 水道水の飲用について　水質情報　～安心して飲んでいただけます～

91 5月1日 21：00 5月2日の応急給水活動予定について

92 5月2日 16：30 5月3日の応急給水活動予定について

93 5月2日 16：30 漏水修理状況について

94 5月2日 20：00 5月3日の応急給水活動予定について（熊本新港時間確定）

95 5月3日 17：00 熊本地震発生に係る水道料金及び下水道使用料の減額措置について

96 5月3日 19：30 5月4日の応急給水活動予定について

97 5月4日 18：00 下水道施設の被害及び応急復旧状況について

98 5月4日 20：30 5月5日の応急給水活動予定について

99 5月5日 20：55 5月6日の応急給水活動予定について

100 5月6日 16：00 地震前後における水道水の配水量（お客さまへの供給量）の推移について

日　　時
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No. 件　　　　名

101 5月6日 20：30 5月7日の応急給水活動予定について

102 5月7日 21：00 5月8日の応急給水活動予定について

103 5月8日 16：00 漏水対策実施による配水量改善状況について

104 5月8日 16：00 5月9日の応急給水活動予定について

105 5月9日 16：00 5月10日の応急給水活動予定について

106 5月10日 14：00 5月11日の応急給水活動予定について

107 5月11日 17：00 5月12日の応急給水活動予定について

108 5月12日 18：30 5月13日の応急給水活動予定について

109 5月13日 16：30 5月14日の応急給水活動予定について

110 5月14日 10：00 漏水対策実施による水道水の配水量（お客さまへの供給量）の改善状況について

111 5月14日 10：00 下水道施設に被害及び応急復旧状況

112 5月14日 10：00 5月15日の応急給水活動予定について

113 5月15日 17：00 5月16日の応急給水活動予定について

114 5月16日 15：00 5月17日の応急給水活動予定について

115 5月17日 16：00 5月18日の応急給水活動予定について

116 5月18日 17：00 5月19日の応急給水活動予定について

117 5月19日 15：00 5月20日の応急給水活動予定について

118 5月20日 15：00 水相談窓口に変わります

119 5月20日 15：00 5月21日の応急給水活動予定について

120 5月20日 17：30 5月22日及び23日の応急給水活動予定について

121 5月23日 16：15 5月24日の応急給水活動予定について

122 5月23日 16：15 下水道施設の被害及び応急復旧状況について

123 5月24日 16：00 5月25日の応急給水活動予定について

124 5月25日 16：30 5月26日の応急給水活動予定について

125 5月26日 16：00 5月27日の応急給水活動予定について

126 5月27日 14：30 5月28日～30日の応急給水活動予定について

127 5月30日 15：00 5月31日の応急給水活動予定について

128 5月31日 17：00 6月1日の応急給水活動予定について

129 6月1日 16：00 6月2日の応急給水活動予定について

130 6月3日 16：40 6月3日の応急給水活動予定について

131 6月3日 15：00 6月4日～6日の応急給水活動予定について

132 6月3日 15：00 水道施設・下水道施設に被害及び対応状況について

133 6月6日 16：30 6月7日の応急給水活動予定について

134 6月7日 16：30 6月8日の応急給水活動予定について

135 6月8日 16：30 6月9日の応急給水活動予定について

136 6月9日 16：30 6月10日の応急給水活動予定について

137 6月10日 15：30 6月11日～13日の応急給水活動予定について

138 6月13日 17：00 6月14日の応急給水活動予定について

139 6月14日 17：00 6月15日の応急給水活動予定について

140 6月15日 16：30 6月16日の応急給水活動予定について

141 6月16日 15：30 6月17日の応急給水活動予定について

142 6月17日 16：30 6月18日の応急給水活動予定について

143 6月20日 16：00 6月21日の応急給水活動予定について

144 6月21日 16：00 6月22日の応急給水活動予定について

145 6月22日 15:30 6月23日の応急給水活動予定について

146 6月23日 15：30 6月24日の応急給水活動予定について

147 6月24日 16：30 6月25日～27日の応急給水活動予定について

日　　時
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（２）水が出ない方専用コールセンター 

開設期間：4月 24日～5月 31日 38日間 

   受付件数：7,432件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経営企画課及び水相談課での断水・漏水受付応対 

   期  間：4月24日～5月 13日 20日間 

   従事人数（延べ）134人  

対応時間 2,376時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



31 
 

７ 市民参画 

（１）上下水道局震災復興座談会 

 開催日 平成 28年6月 13日 

 ■テーマ  水道、工業用水道及び下水道の復旧・復興について 

■参加者からの主な意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国漏水調査協会
　漏水調査について、現場で漏水箇所の正確な位置が分からないケースも
あったので、正確な位置をどう捉えていくかが今後の課題と考える。

熊本市管工事協同組合
　応急給水等の上下水道局の訓練や市の防災訓練にも参加しているが、加
えて、実践での訓練の大切さを感じた。

城南工業団地入居企業　

　工業用水道については、週明け（4/18）から通常通りの業務を行うこ
とができた。今後、見直すべき点として、日頃から行政と業者のコミュニ
ケーションを図っていくこと、緊急時の連絡体制を構築することが必要と
感じた。

全国上下水道
コンサルタント協会

　施設の維持管理には自己保全と予防保全があるが、震災で被害を受けた
ということがすぐ分かるように、施設の写真をきちんと撮っておくことが
重要である。

日本下水道施設管理業協会
　発災から作業に当たっていたが、当初は場外ポンプ場と処理場の間を携
帯電話で連絡を取っていたが、途中繋がらなくなったため、防災無線が完
備されていれば、連絡が密に取れ、より安全に作業が出来ると思う。

全国漏水調査協会
　全国漏水調査協会としては、今回の教訓を受けて、熊本市と防災協定を
結びたいと考えている。

日本下水道施設業協会
　管路等の作業で地下に入ると携帯電話が繋がらなくなる。作業員の安否
も確かめられないため、電波が届かないような場所には何か通信手段を確
保していただきたい。

熊本市管工事協同組合
　各地から支援物資や応援の協力をいただいたが、受入れ準備が整わず対
応に苦慮した。災害時の受入れ等については、今後いかに上手く受け入れ
るか体制についても検討して欲しい。

団体名 参加者意見
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（２）パブリックコメントでの主な意見（上下水道局分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な意見

ライフラインは行政区を超えて貴重なライフライン情報として市民が共有できるように近隣自治体とも協議、

協力してお互いが難局を乗り切られるよう手立てしていただきたい。

災害時、水の貴重さは皆が実感した。熊本の水をペットボトルにして販売しているが、最近はあまり見かけな

くなっている。
企業の協力を得るなどして水源の豊富な熊本をアピールする意味も含め生産量を増やし、震災復興支援を見込

んで、県外各自治体向けに備蓄用の水を売り込むのはどうか。

併せて、販売権を障がい者団体に卸して欲しい

応急給水体制の強化に「福祉避難所や保育所等」も入れるべきではないか。

熊本市は水資源の有効活用技術などは世界的にも高い評価であり、これらを新興国などでの技術指導で指導料

獲得や交流人口の増加となる。
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（３）平成 28年度市政アンケート調査結果報告書（上下水道局関連抜粋） 

 

○問 9 あなたが避難した理由は何ですか 

 

【全体合計の割合】           

【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                    

                    

【その他 主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.0%

3.9%

0.3%

6.2%

14.9%

1.5%

2.0%

1.4%

5.2%

35.5%

66.5%

10.8%

3.8%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ 自宅は危険と判断した

から

Ｂ 町内会や家庭内でその

場所に避難することを

決めていたから

Ｃ 警察や市の職員などに

避難するよう呼びかけ

られたから

Ｄ 町内会など地域の人に

避難するよう呼びかけ

られたから

Ｅ 近所の人がそこに避難

すると言っていたから

Ｆ 仕事先で避難することを

決めていたから

Ｇ 屋外の警報装置から避

難の呼びかけが流れ

ていたから

Ｈ 消防車やパトカーなどの

広報車が避難を呼び

かけていたから

I 自宅建物が壊れ、中で生

活することができな

かったから

J 停電や断水など、自宅で

生活するのが不安な

状態だったから

K まだ余震が続くと思った

から

L その他

無回答

N=1,781

○A「自宅は危険と判断したから」と回答した割

合が 67.0％、次いで K「まだ余震が続くと思

ったから」が 66.5％と多く、余震が続く中で

自宅は危険という不安を持ったことで避難し

た結果となった。 

 

○Ｊ「停電や断水など、自宅で生活するのが不安

な状態だったから」と回答した割合が 35.5％

と、ライフラインの途絶による不安がうかがえ

る。 

 

○一方で、D「町内会など地域の人に避難するよ

う呼びかけられたから」が 6.2％、次に、B「町

内会や家庭内でその場所に避難することを決

めていたから」が 3.9％と、合計 10.1％の方

は地域または自主防災クラブ、自治会等で避難

を促した結果となった。 

 また、65歳以上の方の比率が高くなっている

ことから、日頃からの声かけなどの効果があっ

たものと思われる。 

 

○家 

・家の中がガラスだらけで危なかったから 

・家の中のあらゆる家財が倒れ、物が散乱して危

険だった  など 

○人的 

・子どもが怖がったため 

・子どもの安全の確保のため 

・就寝時が不安だったから  など 
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○問 12 地震後、あなたが非常に困ったもの 

 

【全体合計の割合】 

【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                    

【その他 主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.6%

26.7%

82.3%

41.8%

48.0%

3.7%

0.8%

13.4%

2.1%

5.0%

2.7%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ電気（停電）の状況

Ｂガス（供給停止）の状況

Ｃ断水の状況

Ｄ余震の状況

Ｅ水や食料等の物資不足

Ｆガソリン不足

Ｇ地震に便乗した悪徳商

法等

Ｈ家具や窓の損壊

I 地盤の液状化

J その他

無回答

N=2,438

○C「断水の状況」と回答した割合が 82.3％

と最も多く、Ａ「電気（停電）の状況」24.6％、

Ｂ「ガス（供給停止）の状況」26.7％と、

ライフラインの途絶に困られたことがうか

がえ、特に飲料水への不安がうかがえる。 

 

○Ｅ「水や食料等の物資不足」と回答した割合

が 48.0％と、地震後の不安も如実にあらわ

れている。 

 

○一方で、Ｄ「余震の状況」と回答した割合が

41.8％と、震災の被害への不安がうかがえ

る。 

 

・交通渋滞 

・道路損壊に伴う交通渋滞。公共交通の遅延 

・雨漏り 

・敷地内に地面に亀裂が入り水道管が破裂断水

になった  など 
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○問 13 再度、地震が発生した場合、あなたが心配に思うこと 

 

【全体合計の割合】 

       【集計分析】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

          【その他 主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90.6%

48.2%

79.1%

36.3%

67.3%

30.4%

44.1%

30.3%

48.6%

17.8%

21.5%

14.9%

11.5%

0.3%

5.7%

1.6%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ電気・ガス・水道などの

ライフラインの途絶

Ｂ火災の発生

Ｃ建物の倒壊

Ｄ電話など通信網の麻痺

Ｅ物流 （コンビニ、スーパ

ー等）の停止

Ｆ交通機関の麻痺

Ｇ家具などの転倒や落下

Ｈ壁面や看板、窓ガラス

などの落下

I 道路や橋の崩壊

J 帰宅方法の確保

K 避難経路の安全

L 地盤の液状化

M 津波被害

N 心配に思うことはない

O その他

無回答

N=2,438

○A「電気・ガス・水道などのライフライン

の途絶」と回答した割合が 90.6％と最も多

く、次いで C「建物の倒壊」が 79.1％とな

り、自宅で生活するうえでの被害に対する

心配が上位を占めている。 

 

○一方で、Ｅ「物流（コンビニ・スーパー等）

の停止」と回答した割合が 67.3％、Ｉ「道

路や橋の崩壊」が 48.6％、Ｆ「交通機関の

麻痺」が 30.4％と、インフラの寸断への心

配が高いことがうかがえる。 

 

○ライフライン 

・ガソリンスタンド給油停止  など 

○避難所 

・避難所での生活、当面の生活費 

・避難場所の確保  など 

○人的 

・家族の安全 

・子どもたちの事（昼間、子どもと離れてい

る時） 

・子どもの生活、心理状態 

・透析の問題  など 
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○問 15 震災後、あなたが特に必要と感じた情報は何ですか 

 

【全体合計の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計分析】               【その他 主な意見】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ知人や家族

の安否情報

Ｂ地震・津波の情報

Ｃ天気・気温などの

気象情報

Ｄ電気・ガス・水道の

復旧状況

Ｅ道路の通行規制状況

Ｆ公共交通機関の

復旧状況

Ｇガソリン、灯油など

の燃料供給状況

Ｈスーパーや小売店

などの営業情報

I 食料など支援物資
の提供情報

J 仮設住宅に関する情報

K 義援金などの
生活再建情報

L 特にない

M その他

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

震災後

３日目頃まで

震災後

１週間目頃

震災後

２週間目頃

震災後

１カ月目頃

(N=2,438)

○震災後、避難所や自宅などで生活する中で

必要と感じた情報は、「3日目頃まで～1週

間目頃」はＤ｢電気・ガス・水道の復旧状況｣、

Ａ「知人や家族の安否情報」を必要とされ

ていたが、「2週間目頃～１ヶ月目頃」はこ

の情報は減少し、１ヶ月目頃には 20％を切

っている。 

ただ、B「地震・津波の情報」は高い水準を

維持する結果となった。このことから、初

期についてはライフライン情報、中期は余

震の多さによる不安から、地震情報という

結果となった。 

 

○病院等、受診可能かの情報 

○医療・介護関連の情報 

○建物の修理の件 

○銀行や、郵便局の営業情報 

○自宅の損傷状況 

○支援物資が足りない地域の情報 

○避難所の炊き出し情報 

○浴場の営業情報 

○漏水の復旧工事の時期 

○自宅の強度等の安全性 

○ボランティアの情報   など 
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○問 28 あなたが避難所を出られた理由を教えてください 

 

【全体合計の割合】 

 

        【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

            【その他 主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 交通機関が復旧
したから

0.1%
B 電気が復旧したから

8.3%

C 断水が復旧
したから

12.4%

D ガスが復旧
したから

1.3%

E 親戚・知人宅
など行き先が

決まったから
11.9%

F 避難所が閉鎖
されたから

3.2%

G 余震が
減ったから

17.9%

H その他
19.9%

無回答
25.1%

N=866

○G「余震が減ったから」と回答した割合

が 17.9％と最も多かった。 

 

○ライフラインの復旧を理由としたもので

は、Ｃ「断水が復旧したから」が 12.4％、

次いでＢ「電気が復旧したから」8.3％

という結果となった。 

○家屋関係 

・家の安全が確認できた 

・新しい家が見つかったから  など 

○避難所関係 

・避難者とのトラブルがあったから 

・避難所生活がきつくなった 

・プライベートがなく夜ねむれないから 

・ペットがいたから 

・避難所から職場へ出勤していたが、長期

になると難しいと感じたから  など 
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○問 44 震災対策として行政に力を入れて取り組んでもらいたいことは何ですか 

 

【全体合計の割合】 

 

       【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           【その他 主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.8%

54.9%

35.9%

25.1%

9.7%

6.2%

26.9%

13.3%

10.1%

1.6%

7.6%

5.5%

4.4%

3.7%

1.2%

0.7%

2.5%

3.7%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ食糧や飲料水、生活必需品

などの備蓄

Ｂ震災時の適切な情報提供の

準備

Ｃ避難場所や避難道路などの

整備

Ｄ医療や救命・救助の充実

Ｅ帰宅困難者の対策

Ｆ燃料の確保

Ｇ災害時に自力で避難するこ

とが困難な人に対する施策

Ｈ建物の耐震化や不燃化の助

成や指導

I 国や近隣自治体との協力体
制整備

J 地下街や共同ビル、高層ビル
に対する防災指導

K 災害ボランティアの育成や
支援

L 震災に関する調査・研究

M 自主防災クラブなど地域住
民による防災活動への支援

N 地域で行う防災訓練の支援

O 企業、事務所に対する防災
指導

P 特にない

Q その他

無回答

N=2,438

○A「食糧や飲料水、生活必需品などの備蓄」

と回答した割合が 62.8％と最も多く、次

いで B「震災時の適切な情報提供の準備」

が 54.9％、C「避難場所や避難道路などの

整備」が 35.9％という結果となり、震災

対策として行政に力を入れて取り組んでも

らいたいことは、備蓄・情報提供・避難所

整備という結果となった。 

 

・スムーズに物資を分配できるシステム作り

をしてもらいたい。本当に必要な被災者の

元へ届いておらず、もったいない 

 

・熊本地震の問題点の把握とあらゆる事態を

想定した行政側の対応マニュアルの作成 

 

・障がい児（者）の対応に特化した避難所の

設置 

 

・高齢者への情報提供手段の工夫 

 

・他の地域で災害が起こった場合、現地支援

に出動する精鋭チーム（部署）をつくって

はどうか。他地域の応援経験を他職員に発

表、教育する場をつくり、そのチームを中

心に行政全体として実践的で有事に役立つ

防災施策を企画、実行してほしい 

 

・小中学生にも共助を教えていくべきだと思

う。避難訓練以外にも学校で地震時の共助

について、学習する機会があればいいと思

う  など 
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（３）平成 28年熊本地震における地域防災活動状況等アンケート調査（抜粋） 

 

○問 20 災害等が起こった時、行政からの支援体制について必要だと思うもの 

【全体合計の割合】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 30% 60%

A 避難所の設置・運営の円滑化

B 避難所施設の耐震性強化・整備

C 避難所における衛生環境強化

D 避難所での高齢者、障がい者、妊産婦等への間

切り等の配慮

E 福祉避難所の円滑な開設

F 指定避難所以外の避難者へのきめ細やかな対応

（車中泊含む）

G 食料・飲料水・燃料・毛布等の備蓄

H 食料を含む物資の受入・配給体制の強化

I給水車の適正配置

J 避難所や物資運搬など民間等との連携

K 災害時の救急救助体制強化

L 要援護者の安否確認などの活動体制強化

M 災害ボランティアの対応・支援

N 道路や公園、河川敷の速やかな復旧活動

O 水道・下水道の速やかな復旧活動

P 公共施設の速やかな復旧活動

Q 公共施設等の耐震性、防災機能強化

R 建築物・ブロック塀などの倒壊防止強化・支援

S 緊急時の災害情報等の速やかな発信

T 避難所状況、被災者支援等のきめ細やかな情報

提供

U り災証明の速やかな発行・きめ細やかな生活支

援相談体制・生活支援制度の充実

V 応急仮設住宅への速やかな入居

W 災害ごみの速やかな処理

X その他

52.8％

26.5％

23.7％

24.2％

10.1％

37.4％

33.5％

36.7％

26.7％

18.7％

7.8％

10.2％

15.4％

10.1％

39.0％

6.7％

12.4％

9.4％

21.5％

13.0％

16.7％

5.5％

24.9％

0.8％

●全体では、「A 避難所の設置・運営の円滑化」を選択した方が 52.8％と最も高く、

次いで、「O 水道・下水道の速やかな復旧活動」が 39％と高くなっている。 

 

●各項目では【避難・備蓄関係】（A～L）で全体的に高くなっているが、問 18（共助）

では「安否確認」が高い状況となっている一方、公助では「L」は 10.2％と低い状況

となっているため、共助・公助での役割分担から公助においての回答率が低くなった

ことが考えられる。 

 

●区別では、区毎に大きなバラつきはないものの、東区においては（H）、西区におい

ては（O）が 50％を超えており、区毎に多少のニーズの違いがあったものと考えら

れる。 

これは被害や避難者の状況、ライフラインの復旧状況によって異なるものと考える。 
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○問 23 今後の復旧・復興において特に優先すべき事項は何と考えますか 

 

【全体合計の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計分析】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 40% 80%

A 被災者への生活再建、経済的支援

B 応急仮設住宅の確保・提供

C 液状化などで被害を受けた被災者の住宅再建支

援

D 倒壊しそうな家屋の早急な解体

E 道路・橋梁などインフラの早期復旧・耐震性強

化

F 就業支援・雇用の確保

G 地域経済の振興、中心市街地の活性化

H 企業等の誘致活動

I熊本城の早期復旧

J 観光資源の早期復旧・観光客の誘致活動

K 復興イベントの開催

L 農水産業への支援

M 熊本市民病院の再建

N 電気・ガス・水道などライフラインの耐震性等

の強化

O 防災活動や避難所運営等の見直し

P 自主防災クラブなど地域で行う防災活動や防災

訓練への支援

Q 被災者の心身のケア

R 学校施設の早期復旧、児童の教育環境等支援

S 他自治体との連携

T 地域・団体・行政の連携強化

U 各区の特性を活かしたまちづくりの強化

V 復旧・復興の情報発信（PR活動等）

W 震災の記録化・後世への伝承

X その他

64.2％

31.5％

17.4％

42.4％

50.2％

12.0％

6.8％

2.1％

26.2％

10.6％

1.5％

9.3％

12.5％

42.3％

23.9％

17.1％

6.7％

19.8％

6.2％

22.0％

5.4％

5.5％

10.2％

0.7％

●全体では、「A 被災者への生活再建、経済的支援」を選択した方が 64.2％と最

も高くなっており、次いで「E 道路・橋梁などインフラの復旧・耐震性強化」が

50.2％、「D 倒壊しそうな家屋の早急な解体」が 42.4％、「N 水道などライ

フライン耐震性等強化」が 42.3％と高い状況となっている。 

 

●地震後、日常生活を取り戻していない被災者もいるため「A」が高くなったことが

考えられる。また、地震直後から交通渋滞や道路被害等があったこと、災害時の運

搬路の確保から「E」も高い状況となったことが考えられる。「N」については、

今回の地震による水道の断水等が影響し災害時のライフラインの確保が高い状況

になったことが考えられる。 

 

●区別では、南区や西区においては「C」が他の区より高くなっており、液状化被害

等があったことが影響していると考えられる。 
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8 震災後の職員の振り返りについて～調査結果報告書～ 

 

（１）趣 旨                                        

  これまでに経験のない規模で発生した熊本地震後、初動体制・応急給水・災害復旧

等に携わる中で、熊本市上下水道局職員が感じた率直な意見、要望、感想等を提示し

てもらい、所属課及び業務所管課において対応策及び今後の取組について検討した。 

  この結果を基に、今後、局業務継続計画書（局 BCP）の改定及び各部門における局

災害対策マニュアルの作成、並びに職員の災害に対する意識向上につなげていくもの。 

 

（２）概 要                                        

 ①調査～検討期間  平成 28年 9月 20日～10月 11日 

 ②対象者      熊本市上下水道局全職員 456人 

 ③回答件数     ①応急給水活動について  11件 

②局内情報共有について  27件 

③組織体制について  46件 

④初動体制について  10件 

           ⑤広報及び市民・マスコミ対応について 26件 

           ⑥復旧・調査について  16件 

           ⑦その他  29件 

           ⇒合 計  165件 

 

 

（３）主な意見等                                      

 ① 応急給水活動について 

   

 

 

 

 

【所属課での検討】 

給水活動における指揮系統の整備及び情報発信のあり方を検討すべき。 

 【今後の取り組み】 

＜給排水設備課＞ 

応急給水計画の中で給水活動の時間を定める予定であるが、初期の段階においては、

定時の終了は難しく現場の状況で判断するしかないと考える。翌日以降の活動予定

については、早期に決定し命令書、指示書により現場へ伝達し共有化する。 

○対応の見通し：短期 

○反映先：応急給水計画書（運搬用） 

  

【職員からの意見】 

震災当初の１週間、主に給水活動に従事していたが、活動終了時間もはっきりしない

現場任せの状況が続いた。また、翌日に給水活動をその場で行うか否かも知らされて

おらず、市民の問い合わせに苦慮した。 
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② 局内情報共有について 

 

 

 

 

 【所属課での検討】 

災害時に情報を集約し、局内の情報を一元化する係か班を業務として正式に位置づけす

る。各出先機関への確実な周知を行うことも役割として位置付けする。 

 【今後の取り組み】 

＜総務課＞ 

役割分担を明確にし、局防災対策推進委員会において策定（見直し）する局災害対

策マニュアルに必要な人数等明記する。  

○対応の見通し：短期（平成 28年度末） 

○反映先：局災害対策マニュアル 

  ＜経営企画課＞ 

情報を集約し、局内の情報を一元化する係か班を業務として正式に位置づける。 

情報提供のルール決めが必要。 

    ○対応の見通し：短期（平成 28年度末） 

    ○反映先：局 BCP 

 

 ③ 組織体制について 

   

 

 

 

【所属課での検討】 

BCP等の災害対応マニュアルを見直し、役割分担を明確にし、研修等によってその内

容を周知する。また、組織体制の見直しを行う。 

 【今後の取り組み】 

  ＜管路維持課＞ 

災害に関連するマニュアルの見直し（下水道 BCP等）を関係各課で協議・立案し、

共有する。マニュアルの見直しには、各課の積極的な協力が必要。また、組織改編を

行い、組織連携の強化を図る。※下水道 BCPについては本年度見直し予定 

    ○対応の見通し：短期（平成 28年度末） 

    ○反映先：局災害対策マニュアル・下水道 BCP 

  ＜総務課＞ 

防災対策推進委員会において、今回の地震を踏まえマニュアル・BCPの策定（見直

し）を行う。 

    ○対応の見通し：短期（平成 28年度末） 

    ○反映先：局災害対策マニュアル・局 BCP 

 

【職員からの意見】 

混乱の中であっても、せめて復旧状況など局の現状や復旧の進捗状況の情報共有が

なかった。情報の共有がなく、対策本部に問い合せて初めて分かることが多かった。 

【職員からの意見】BCPが策定されていたにも関わらず、担当割が明確でなく、組織・

命令系統も不明な状態であった。対策本部すらない状態であったため、情報収集・

集約に苦労し、市民苦情等への対応が遅くなった。 
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9 上下水道局における震災復興対策 

■組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■推進会議の所掌事務 

・震災復興計画の策定に関すること。 

・震災復興事業に係る企画及び総合調整に関すること。 

・震災からの復興に係る予算及び決算に関すること。 

・国、県等の関係機関との連絡調整（震災に係るものに限る。）に関すること。 

・震災からの復興に係る記録に関すること。 他 

  

■推進会議の開催状況（平成 29年 6月 8日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市上下水道局震災復興推進会議（管理者・部長・課長）15人 

熊本市上下水道局震災復興プロジェクト 32人 

技術部門（リーダー1人） 

水道部門（サブリーダー1人） 

工業用水道部門（サブリーダー1人） 

下水道部門（サブリーダー1人） 

総務部門（リーダー1人・サブリーダー2人） 

応急復旧班（推進員 5人） 

復興班（推進員 9人） 

応急復旧班（推進員 2人） 

復興班（推進員 2人） 

管理班（推進員 1人） 

総務班（推進員 2人） 

記録広報班（推進員 2人） 

企画財政班（推進員 2人） 

回数 開催年月日 内容（報告事項・議事等）

第１回 平成28年5月18日
・総務部門、技術部門の業務内容について
・災害復旧・復興に向けた近々の動きについて
・震災復興座談会の対応について

第２回 平成28年6月29日

・経過報告（総務部門・技術部門）

・上下水道局震災復興基本方針（案）について
・上下水道局震災復興計画概要（たたき台）について

第３回 平成28年7月22日 ・経過報告（総務部門・技術部門）

第４回 平成28年9月16日
・経過報告（総務部門・技術部門）
・上下水道局震災復興計画について

第５回 平成28年10月24日 ・経過報告（総務部門・技術部門）

第６回 平成28年11月25日
・経過報告（総務部門・技術部門）

・上下水道事業震災復旧復興計画（案）について

第７回 平成28年12月28日 ・上下水道事業震災復旧復興計画素案について

第８回 平成29年1月27日 ・上下水道事業震災復旧復興計画素案について

第９回 平成29年2月27日 ・経過報告（総務部門・技術部門）

第１０回 平成29年3月27日 ・経過報告（総務部門・技術部門）

第１１回 平成29年6月8日 ・上下水道事業震災復旧復興計画案の確定について
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